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伴走支援のご紹介
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自治体向け手引きのご紹介

伴走支援のご紹介

本システムの準備の流れや詳細の対応事項等は、自治体向け手引きでご紹介しています。

本システムのデモ環境のアーカイブ情報一覧からダウンロードしてください。

本システムの地方公共団体向け手引きの構成・イメージ

出所）電子申請届出システム デモ環境 アーカイブ情報一覧 【電子申請届出システム】「自治体（指定権者）向け利用準備参考資料（令和５年１２月２８日更新）」につきまして

（https : //www.ka igokensaku .mhlw.go . jp/sh inse i/ index.php?act ion _sh inse i _s ta t ic _a rch ive=true 閲覧日：令和6年2月16日）

※最新情報は上記ホームページをご確認ください。

その他、利用開始に役立つ以下の資料もご確認いただけます。

先行利用開始自治体の参考事例集

事業所向け手引き

GビズID、登記情報提供サービスの広報資料 など
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伴走支援のご紹介

伴走支援のご紹介

厚生労働省事業より、本システムを利用開始する地方公共団体を対象に、利用開始に当たる課題の

解決を支援する伴走支援の取組を実施しています。

現在、第４期利用開始自治体に対して、月１～２回程度の定期的な相談会を通じた情報提供や助言等

を行っています。

出所）厚生労働省「電子申請届出システム利用開始時期意向調査」（ht tps : //www.mhlw.go . jp/st f/ka igo-sh inse i .html） （閲覧日：令和６年７月18日）
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本システムの利用開始までの流れ 概要

伴走支援のご紹介

Phase2
利用開始後

①本システムヘルプデスクより各自治体の画面カスタマイズのためのマスタ
登録の依頼が届きます。

②マスタ情報を入力したファイルをヘルプデスクまでご返送ください。

①本システムヘルプデスクより各自治体の画面カスタマイズのためのマスタ
登録の依頼が届きます。

②マスタ情報を入力したファイルをヘルプデスクまでご返送ください。

Phase1
利用開始前 マスタ登録

Step1

メール疎通確認
テスト

Step2

自治体による試行

Step3

本番画面による
試行

後日、ヘルプデスクより送付されるアカウント情報より本番画面による
試行も可能です。
本番画面による試行は、介護事業所・施設からの申請届出の受付開始前
に試行を完了させる必要があります。
また、試行データについては利用開始期内で定期的にデータクリアされ
る予定ですので、受付開始後にデータクリアされないようご注意くださ
い。
また、介護事業所・施設側の申請画面については、地方公共団体向けの
Gbiz IDを取得し、ログインすることで確認することができます。

①利用開始前後にヘルプデスクや本システムから届く通知を受け取るメール
アドレスの疎通確認をさせていただきます。

②本システムヘルプデスクから届くテストメールについてご返信ください。
（外部からのメール受信のため、別途自治体内での受信設定が必要な場合
があります）

①利用開始前後にヘルプデスクや本システムから届く通知を受け取るメール
アドレスの疎通確認をさせていただきます。

②本システムヘルプデスクから届くテストメールについてご返信ください。
（外部からのメール受信のため、別途自治体内での受信設定が必要な場合
があります）

①ヘルプデスクより送られる試行マニュアル・アカウント情報をもとに試行
画面の確認が可能です。

②試行画面の確認の際に実際に本システムの利用を想定している端末から確
認することで、ネットワーク環境の確認もあわせて行うことができます。

③また、事前に登録したマスタ情報の反映に間違いがないか、また登録情報
に不備はないか、ご確認ください。

①ヘルプデスクより送られる試行マニュアル・アカウント情報をもとに試行
画面の確認が可能です。

②試行画面の確認の際に実際に本システムの利用を想定している端末から確
認することで、ネットワーク環境の確認もあわせて行うことができます。

③また、事前に登録したマスタ情報の反映に間違いがないか、また登録情報
に不備はないか、ご確認ください。

■マスタ登録の際に、
伴走支援のご希望を伺う
チェックリストを一緒に
ご提出いただきます。

■チェックリストの回答
内容に応じて、伴走支援
事務局より事前説明会の
ご連絡を差し上げます。
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伴走支援のチェックリスト（イメージ）

伴走支援のご紹介

マスタ登録の際に、伴走支援のご希望を伺うチェックリストを一緒にご提出いただきます。（チェック

リストの内容は各期により異なる場合がございます。）

Ⅲ WBS作成のためのチェック事項
以下の項目のうち、システム導入に向けて実施を予定しているものを選択してください
(1) （必要に応じた）手数料徴収方法の見直し

→ 見直しに必要な期間の目安 か月
(2) 必要添付書類の削減等、文書負担削減に関する検討

→ 検討に必要な期間の目安 か月

Ⅳ　伴走支援のご希望
以下のうち、「介護サービス情報公表システムを活用したオンラインによる指定申請機能の活用促進のための調査研究」（実施主体：三菱総合研究所）による伴走支援を
希望される項目をお選びください。

（必要に応じた）電子申請を可能とする自治体の条例・規則等の見直し
（必要に応じた）標準様式例への改定
（必要に応じた）必要添付書類の見直し
（必要に応じた）手数料徴収方法の見直し
電子申請を受け付ける申請種類の検討（他法の範囲）
申請受付後の業務フローの整理
都道府県・市町村間の進達の整理
（申請事務を外部へ委託している場合）業務フローの整理
端末・ネットワーク環境の確認
都道府県・市町村の委任関係の整理
その他

出所）厚生労働省「介護サービス情報公表システムを活用したオンラインによる指定申請の手引き Ver .1 自治体（指定権者向け）」

（ht tps : //www.mhlw.go . jp/stf /ka igo-sh inse i .html 閲覧日：令和5年6月22日）

※最新情報は上記ホームページをご確認ください。
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令和6年度伴走支援スケジュール

伴走支援のご紹介

各期の利用開始の約３か月前から利用開始期の最終月まで、利用開始前相談会を実施しています。

また、利用開始後も半年間、利用開始後相談会を引き続き実施しています。

第1～３期

第５期
利用開始
自治体

3月 4月 5月

利用開始後相談会

チェックリスト回答

事前説明会

利用開始前相談会

利用開始前相談会

事前説明会

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

令和６年 令和７年

利用開始後相談会

第４期
利用開始
自治体

対象自治体

※第６期以降の伴走支援スケジュールは今後検討予定です。

第１～３期利用開始自治体対象 第１～４期利用開始自治体対象
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第４期自治体向け利用開始前相談会の実施状況

伴走支援のご紹介

計161の地方公共団体に対し、伴走支援の課題別の合同相談会を開催しています。

特にほとんどすべての地方公共団体が課題として希望されている「申請受付後の業務フローの整理」

については地域別にグループを分けて実施しています。

グループA （必要に応じた）電子申請を可能とする自治体の条例・規則等の見直し

グループB～N 申請受付後の業務フローの整理

グループM 端末・ネットワーク環境の確認

グループB
北海道、青森県、岩手県、
宮城県

グループC 山形県、福島県

グループD
秋田県、茨城県、栃木県、群
馬県

グループE 埼玉県、東京都

グループF 千葉県、神奈川県

グループG
新潟県、富山県、石川県、福
井県、山梨県

グループH 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

グループI
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、
鳥取県、島根県

グループJ 奈良県

グループK
岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、
愛媛県

グループL 高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県

グループN 大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

以下の内容を含みます

• 都道府県・市町村間の進
達の整理

• （申請事務を外部へ委託
している場合）業務フロー
の整理

• 都道府県・市町村の委任
関係の整理
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伴走支援の支援内容：業務フローの見直し①

伴走支援のご紹介

本システムの導入前後では申請届出の業務フローが異なります。伴走支援では見直しの観点を提示

しながら、自治体毎の業務フローを整理しています。
介護事業所職員 指定権者 職員 電子申請届出システム 介護サービス情報公表システム 指定権者 事業所台帳管理システム 指定権者_電子決裁・文書管理システム

申請届出受付

結果入力

申請届出受付

結果入力確認

申請届出受付

結果登録

事業所申請受付

結果通知受領

１

申請届出受付手続に関する機能（FU-22）

申請OK

の場合

申請届出受付

結果入力機能

申請届出受付

結果入力確認機能

申請届出受付

結果登録機能

SC-2211-020：申請届出受付結果入力確認画面

SC-2211-030：申請届出受付結果登録画面

申請OKの場合

事業所台帳（基本情報）

※情報公表システム報告時のプリセット用

各担当より担当分の

申請データを確認・

ダウンロード・印刷

登録結果をメール送付

添付

電子決裁システムでの決裁 電子決裁

起案機能

SC-2211-010：申請届出受付結果登録画面

台帳連携用

ファイル出力

①画面入力

②JSONダウンロード
事業所台帳

登録機能

事業所台帳
③API連携

文書保管機能

業務フロー見直しの主な観点
①本システムの受付対象範囲

業務フロー見直しの主な観点
②申請受理時の担当者への
振り分け方法

業務フロー見直しの主な観点
⑤事業所台帳管理システムへ
のデータ入力

業務フロー見直しの主な観点
③決裁方法（電子決裁システムの
利用状況）

業務フロー見直しの主な観点
④文書の保管方法（文書管理
システムの利用状況）
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伴走支援の支援内容：業務フローの見直し①

伴走支援のご紹介

業務フロー見直しの主な観点として、以下が挙げられます。本システムの利用開始前に業務フローを

見直すことで、スムーズな利用開始が可能となります。

確認のポイント

本システムの受付対象範囲 • 新規指定申請、変更届出（介護保険事業の変更届出、法人情報に係る一括変更届出）、更新申請など、
本システムで申請・届出を受け付ける範囲について、ご確認ください。

申請受理時の担当者への
振り分け方法
（申請窓口担当者の設置有無）

• 本システムでの申請・届出の受領後、窓口担当者が申請内容を踏まえて各担当者へ申請を振り分けるのか、
あるいはマスタ登録の際に登録いただいたメーリングリストより各担当者へ通知するのか、ご確認ください。

決裁方法（電子決裁システム
の利用状況）

• 課内で申請・届出受付結果の決裁を回す際、電子決裁システムを利用しているか、あるいは紙媒体で回して
いるか、ご確認ください。

• 上記を併用している場合はその使い分けの基準をご教示ください。
• 電子決裁システムを導入されていない場合には、今後の導入予定についてもご確認ください。

文書管理システムの導入状況 • 申請・届出の受付内容や結果を保管する際、文書管理システムを利用しているか、あるいは紙媒体で保管し
ているか、ご確認ください。

• 上記を併用している場合はその使い分けの基準をご教示ください。
• 文書管理システムを導入されていない場合には、今後の導入予定についてもご確認ください。

事業所台帳管理システムへの
データ入力方法

• 事業所台帳管理システムへデータ登録する際、手入力で行っているか、JSONファイルの取り込みによる入
力を行っているか、ご確認ください。

※JSONファイルの取り込みによる入力は、ご利用している事業所台帳管理システムにより実装状況が異なり
ますので、詳細は提供会社へお問い合わせください。
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伴走支援の支援内容：業務フローの見直し②

伴走支援のご紹介

自治体個別の状況を加味しながら、業務フローの整理を行っています。実際の伴走支援で扱った事例

で、一部の申請事務を外部業者へ委託している場合の業務フローをご紹介します。

出所）厚生労働省「介護サービス情報公表システムを活用したオンラインによる指定申請の手引き Ver .２ 自治体（指定権者向け）」

（ht tps : //www.ka igokensaku .mhlw.hq.admix .go . jp/uketsuke/ 、閲覧日：令和６年７月18日）

※最新情報は上記ホームページをご確認ください。
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伴走支援の支援内容：業務フローの見直し③

伴走支援のご紹介

また介護保険法だけでなく、他法上の申請届出についても業務フロー整理の支援を行っています。

伴走支援で行った事例として、老人福祉法上の届出を市町村にて一次受付し、都道府県に進達して

いる場合の、本システム上での開始登録・結果登録や介護事業所への通知方法の整理を行いました。

ケース ①開始登録 ②結果登録

通常 自治体が受付を開始した状態 提出された申請・届出情報について
問題がないと判断され、一連の処理

が終えた状態

老人福祉法上の届出の場合 都道府県に進達した時点で、市区町村が登録*1

コメント欄での周知 案内メッセージでの周知

メリット ・確実に毎回、事業所へ周知が可能 ・一回のマスタ登録で繰り返し周知が可能

デメリット ・結果登録の度、担当者側でのコメント入力
が必要

→抜け漏れのリスク

・届出時のメッセージとなるため、結果登録
の際まで事業所側で認識が残っていないリ

スク

*1：他にも、結果登録は都道府県が行うなどの方法が想定されます。ただし、その場合は市町村ー都道府県との間でアカウントの貸し借りが

必要になります。

老人福祉法上の届出について、市町村にて一次受付し、都道府県に進達している場合の整理（例）

他法上の申請届出の受付状況に関する介護事業所への通知方法*2

*2：コメント欄での周知、案内メッセージでの周知の両方を併用することも可能
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伴走支援の支援内容：業務フローの見直し④

伴走支援のご紹介

申請届出の受付機関が複数に分かれる地方公共団体については、今後、電子申請届出システムを活用

することで受付機関を一元化する、また受付機関からの連携を効率化する方向で検討をご支援して

います。

本庁・本所等

現
状

申請届出
書類

将
来
像

（連絡）

申請届出
書類

事業所台帳

システム

手入力郵送・手渡し等

受付機関

申請届出
書類

連携

申請届出書類の
台帳連携用ファイル
ダウンロード

申請届出書類の
台帳連携用ファイル
ダウンロード

申請届出書類の
台帳連携用ファイル
ダウンロード

事業所台帳

システム

ファイル取込連携 共有

共有サーバーの
活用等も可能

①共有サーバーの
活用、

②電子申請届出システム
のID・PWの払い出し等も

可能
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電子申請届出システム　ファイル容量試算
①該当する番号を入力 自動計算されます

地方公共団体種類 1 都道府県 年間必要と考えられるファイル容量合計 0 GB
2 政令市・中核市
3 市区町村

指定申請
説明 項目 居宅施設系

訪問介護 訪問入浴介
護

訪問看護 訪問リハビリ
テーション

居宅療養管
理指導

通所介護 通所リハビリ
テーション

短期入所生
活介護

短期入所療
養介護

特定施設入
居者生活介
護

②修正がある場合、直接
「あり」・「なし」を入力してくだ
さい。

指定権限有無 なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

③申請書・付表を除く添付
書類の数を入力してくださ
い。

提出を求めている添付書類
の数

④申請届出別の年間のお
およその平均の件数を入力
してください。

年間申請届出件数

自動計算されます。 年間必要と考えられるファイル
容量

- - - - - - - - - -

伴走支援の支援内容：添付書類の試算用ツールの提供

伴走支援のご紹介

申請届出書類を電子で保存する場合、電子ファイルを保管する文書管理システムが必要です。

文書管理システムの容量を試算する際の参考資料として、添付書類の試算用ツール（Excel）を

提供しました。

必要事項を入力すると、自動で必要と考えられるファイル容量が算出されるように
なっています。

※申請書・付表および必要添付書類の年間ファイル容量参考値が算出できるようになっています。

※1ファイルあたり1MBと仮定してファイル容量を算出しています。

・・・
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伴走支援の支援内容：利用開始後の相談会

伴走支援のご紹介

また伴走支援ではシステム利用開始前だけでなく、システム利用開始後の相談会も実施しています。

利用開始後に明らかになった課題や疑問点を解消することで、システムの活用促進につなげること

ができます。ご相談いただいた内容としては、事業所・施設への周知方法や申請届出の受付、業務

フローに関することが挙げられます。

利用開始後に相談いただいた内容と回答（一部抜粋）

相談内容 回答

事業所・施設への周知 • システムでの受付を開始したものの、件数
が少ない。効果的な周知方法はないか。

• ホームページへの掲載に加え、電子メールによるチラシの
配布や集団指導等での周知も効果的である。

• GビズIDの取得が課題となっている事業所・施設も多い。
厚生労働省が提供している資料やチラシ等を参考にしな
がら、取得促進に取り組むことも効果的である。

• 利用開始後、事業所・施設に大きな混乱が
生じないようにしたい。

• 開始時点では少数の法人にまずは声がけし、まずは
スモールスタートすることも一案である。

本システムによる申請届出の
受付

• 本システムで申請届出を受け付けた場合、
加算の届出日など、申請届出の受領日は
いつと考えればよいか。

• 受付日については、基本的にシステム利用開始以前の
運用と同様に解釈いただく。

• またシステム上の初回提出日については、受付サブ
システムの「申請届出一覧」より確認できる。

業務フロー • 利用開始前は紙媒体の時の業務フローを
踏襲していたが、今後電子申請が増えた時
のために業務フローを再考したい。

• 電子決裁システムを活用することで、申請データを紙楳へ
印刷することが不要となる。

• また今後は事業所台帳管理システムとの連携も開始され
るため、積極的に活用いただきたい。
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伴走支援の支援内容：デモ環境の活用

伴走支援のご紹介

令和5年11月27日より、本システムのデモ環境がご利用可能になりました。

デモ環境ではシステムの操作性や利便性を事前に確認しておき、本番環境ではマスタ登録内容など

自治体個別の設定のみを確認することで、円滑に利用準備を進めることが出来ます。

②本番環境での確認

使用方法（受付URL）

• インターネット接続が可能な端末から以下URLにアクセ
スしてください。（※）
https://demo.kaigokensaku.mhlw.go.jp/u
ketsuke/

活用のポイント

• デモ環境に設定されている各種マスタは、デフォルト値
になります。そのため本環境では本番環境確認前に
システムの動きや操作方法をご確認いただき、本番環境
でのスムーズな確認につなげてください。

• 受付画面だけでなく、申請届出画面（介護事業所・
施設側の画面）も確認可能です。一連の流れをお試し
ください。

• 並行して、GビズIDの取得は必ず行ってください。
申請から受付の一連の流れを、実際の本番環境で確認
することは必須です。

①デモ環境での確認

※デモ環境についての詳細は上記の厚生労働省から発出された事務連絡（「電子申請・届出システム」に係るデモ環境の活用について（周知） 令和5年11月28日）をご確認ください。

使用方法（受付URL）

• 本システムのヘルプデスクから、アカウント情報と
マニュアルが送付されます。そちらをご確認いただき、
ご活用ください。

活用のポイント

• 提出したマスタの内容が間違いなく本システムへ登録
されているか、確認してください。

• 試行的に申請データを提出し、受付までの一連の動作を
行うことも可能です。ただし、その際はデータクリアの
タイミングに注意してください（運用後にデータクリア
すると、介護事業所・施設からの申請も削除されてしま
う可能性があります）。

• マスタの登録内容を変更したい場合は、ヘルプデスクへ
お問い合わせください。尚、マスタ更新は現状3カ月に1
回行っておりますので、タイミングにご注意ください。

• デモ環境でシステムの動きや操作方法を確認している
場合は、本番環境での操作性の確認は不要です。
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利用開始時期を前倒ししたい場合の流れ

伴走支援のご紹介

「電子申請届出システム利用開始時期意向調査」のご案内

利用開始時期については、早期の利用開始に向けてご検討ください。

（利用開始とは、事業所の皆様に向けてシステム利用を明言したタイミングを言います）

例えば、R6年3月にシステム利用を明言して７月から利用開始する場合は、第３期とカウント

します。（ただし、明確なこだわりがあるわけではありません）

再度の検討により、利用開始時期を前倒しにする等、以前ご回答いただいた内容を修正する場合は、

再度回答URLからアンケートにご回答ください。（こちらで以前のデータを消去します）

全自治体の利用開始時期やその理由については、規制改革実施計画に基づき、社会保障審議会等

の場で公表する予定です。

※厚生労働省ホームページ「介護事業所の指定申請等のウェブ入力・電子申請の導入、文書標準化」

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-shinsei.html

上記URLページ内の１．電子申請・届出システムの概要（4）自治体（指定権者）向け利用準備参考資料・資料一式に、自治体向け

手引き等を保管していますので、ご参照ください。

回答URL https://www.mhlw.go.jp/form/pub/mhlw01/kaigo_shinsei2022_02

利用開始時期を前倒ししたい場合は、厚生労働省より実施している「電子申請届出システム利用開始

時期意向調査」へご回答ください。


